
韓国の経済情勢

　近年、韓国企業の躍進や大統領
のトッププロモーションによるイン
フラ受注の成功、Ｇ20の開催など、
世界における韓国の存在感が増して
いる。
　リーマン・ショック発生直後の
2008年時の停滞した雰囲気を払拭
し、2010年の経済成長率は6.1％を
記録。サムスンなどの財閥企業によ
る輸出の増加が牽引する形で、先
進国が中心の経済協力開発機構（Ｏ
ＥＣＤ）加盟国の中でいち早く景気
を回復させ、着実に経済成長を遂げ
ている。
　しかし、貧富の拡大、若者の失業
率が８％台と高水準であること(全世
代平均は３％台)、物価上昇(ここ数
カ月前年比約４％上昇)など成長に
伴う影の部分も顕在化している。こ
ういった課題をいかに乗り越えるか
が今後の同国の成長を左右する。

韓国のＦＴＡ政策と
日韓産業協力の可能性

　韓国は、米国・ＥＵなどとＦＴＡ
を署名・発効したＦＴＡ先進国であ
る。ＦＴＡ署名済みの国および発効
済みの国・地域を含めると、貿易総
額の36％をカバーしており、日本の
16％を大きく上回る。
　現在の韓国の関心事は、米国との
ＦＴＡを早期に発効させることであ
る。外交通商部の金宋壎(キム・ジョ
ンフン)通商交渉本部長からは「米
韓ＦＴＡ発効後に、他のＦＴＡにも
取り組んでいく。環太平洋パート
ナーシップ(ＴＰＰ)協定については
米韓ＦＴＡを超えるメリットがある
か研究中である」との言及があった。
■日韓経済連携協定（ＥＰＡ）

　日韓ＥＰＡについては、2003年に
交渉を開始したものの、行き詰まり、
翌年に中断された。現在、昨年５月
の日韓首脳会談での合意に伴い、局
長級事前協議を開催し、交渉再開に
向けた下準備が進められている。
　今回訪問した外交通商部や知識
経済部、企画財政部との懇談では、
日韓ＥＰＡの必要性について双方の
意見が一致した。
　しかし、機械や自動車などの韓国
の製造業のうち、特に日本の競争力
が高い部品・素材分野で被害を受
けるのではという懸念、日本側の非

関税障壁が即時撤廃されるかについ
ての疑問の声などがあり、進展が厳
しいとの見方が示された。韓国の世
論は、むしろ中韓ＦＴＡを望んでい
ると報じられている。政府としても
積極的に推進しようという姿勢では
なく、総論賛成、各論反対となって
いる日韓ＥＰＡの交渉再開には依然
時間が要すると考えられる。
■日韓産業連携の強化

　とはいえ、日韓は相互にとって重
要な貿易相手国であり、経済関係
の強化は重要であるとの認識を共
有した。
　具体的には、インドネシアでの液
化天然ガスの共同生産など第３国で
の取り組みがすでに進んでいる。知
識経済部からは、韓国が力を入れて
いる環境・エネルギー分野での連携
や部品・素材の日系企業専用団地へ
の中堅・中小企業の進出などへの期
待が表明された。当会としては、日
本の貿易振興機構に相当する大韓
貿易投資振興公社(ＫＯＴＲＡ)と連
携して、両国の経済関係強化に資す
る取り組みを検討していく。
■ＦＴＡ締結に伴う国内対策

　韓国でも日本同様、農業分野を中
心にＥＰＡ／ＦＴＡへの反対の声が
大きい。そこで、韓国政府では農漁
業分野において市場開放による被害
低減のシステム化・円滑な転業支援
を行っている。地方レベルでも競争
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力強化に力を入れており、その取り
組みの一つを視察した。ソウル近郊
の楊平(ヤンピョン)郡では、郡が主
導して官民連携で有機農法などに
取り組み、安心・安全な農産物・加
工品を生産し、輸入品との差別化を
はかっていた。わが国の対応を考え
ていく上でも示唆を与えるもので
あった。

日本とモンゴルの関係

　石炭・レアアースなどの鉱物資源
の開発などで注目されているモンゴ
ル。1990年に市場経済へ移行後、
難局に直面しつつも、国際機関や日
本(最大のＯＤＡ援助供与国)の支援
に後押しされ、経済発展が著しい。
モンゴルは、日本への留学生が人口
比で最も多く、国会議員の約15％が
日本に留学経験があるなど世界有数
の親日国である。また、昨年11月菅
総理（当時）とエルベグドルジ大統領
は「戦略的パートナーシップ」構築に
向けた共同声明を締結し、両国の関
係は新たなステージに進展している。
　これら日本・関西とモンゴルの関
係強化にかんがみ、また、京都で懇
談した大統領への答礼訪問の意味も
兼ねて、当会では初めてモンゴルに
訪問団を派遣し、政府要人や在外
公館、進出日本企業などとの懇談を
行った。

モンゴルの経済、
環境・インフラ概況

　モンゴルの人口は278万人、その
約40％が首都ウランバートルに集中
している。特に、昨年、大雪害によっ
て家畜を失った遊牧民が流入したこ
ともあり、首都の人口が急増。30万
人想定で設計されたウランバートル
に115万人が居住している過密状態
に陥っている。また、モンゴルは冬に
はマイナス40℃を下回ることもある
極寒の地である。都市に定住してゲ
ルで暮らす住民は、暖をとるために
石炭を生焚きする。そのため、空気
がきれいで、草原で満天の星空が見
られる、という一般的な印象とは裏
腹に、冬は昼でもスモッグによって数
メートル先が視界不良となるほどの
大気汚染が問題となっている。加え
て、毎年、自動車が３万台増えており、
慢性的な交通渋滞が発生している。
　これら人口増に伴う環境対策、イ
ンフラ整備に加え、10％と高い貧困
率の改善が喫緊の課題である。
　国際協力機構ではこれらの課題に
対し、都市計画の策定などの支援や、
モンゴル国立大学と共同でモンゴ
ル・日本人材開発センターを設立し、
中小企業経営者育成などを実施し
ている。その他、政府開発援助（Ｏ
ＤＡ）無償資金供与で高架橋を日本
企業が建設中である。

　また、モンゴルでは、一般的に市
街中心部ですら道路に凹凸があるな
ど舗装状況が悪い。しかし、日本企
業が建設した道路だけは数年経過し
ても、損傷が見られず、インフラ整備
においても日本の品質の高さはモンゴ
ルで認知・評価されている。

環境先進地域・関西とモン
ゴルの協力関係の構築

　懇談した道路・運輸・建設・都市
計画省(インフラ省)や自然環境・観
光省などの大臣からは、日本との関
係強化への期待が表明された。また、

「環境問題を解決してきた経験をモン
ゴルで生かしてほしい」との大統領
の発言があり、日本の経済団体とし
て初めて、モンゴル国インフラ省と
協力覚書に調印した。

　モンゴルは、中国とロシアという
２大大国の狭間にあり、第３国との
関係構築を重視している。日本に
とっても資源供給国であるモンゴル
との関係構築は重要である。日本・
関西とモンゴルの関係を強固なもの
にするためにも、関経連ではモンゴ
ルの持続的な経済発展に資する人
材育成の具体化に向け、関係機関と
連携し、取り組んでいく。

（国際部 杉田龍飛）
＊モンゴルとの協力覚書は関経連ＨＰを参照。
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